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1．アジアの環境破壊状況’
　世界の天然林は1981－90年の問に1，500万ha減少した。中南米・カリブ海地域が減少面積のちょうど
半分を占めているが，アジア・太平洋地域においては390万ha減少し，80年当時の残存面積に対する減
少比率は1．1％と他の地域よりも高くなっている2。世界保護基金（WWF）は，世界の自然林は文明が
始まった8，000年前に比べ，約3分の2が消滅し，森林消滅が現在のペースで進めば，50年後にはマレ
ーシア・タイなど自然林を完全に失う国が出ると発表している。アジア・太平洋地域は，消滅率が88％
ともっとも高い3。
　世界の乾燥地帯面積は61億5，　OOO万haもあり，これは地球上の土地の約40％に相当する。地域別に見
ると，アジアが19億4，900万haとほぼアフリカと匹敵する広さを示している4。中国は1996年，北京で
開かれた「アジア・アフリカ砂漠化防止フォーラム」で中国全土の34．6％が砂漠化していることを明ら
かにした5。
　中国の単位面積当たりのSOx排出量は他のアジア諸国と比べ極めて高い。匹敵するのは工業中進国
である韓国，台湾だけである。酸性雨とは，一般に，空気中の二酸化炭素（CO2）が水に溶けた時の酸
性濃度pH5．6以上のものを指す。主因はSOx，　NOx，とりわけ酸性度の強いSOxである。中国における
酸性雨の出現頻度は長江流域の内陸部で高い。これは成都，重慶，武漢といった内陸工業地帯が重厚長
大産業を主軸としており，工場の煙突から出るSOxが酸性雨を発生させているためである6。
　中国における工業生産による固体廃棄物発生量は，1981～91年の間，3億7，664万トンから5億9，　000
万トンに増大した。処理量や再利用量の数値が判明している86年で見ると，発生総量が6億364万トン，
そのうち処理された量が3億2，352万トン（53．6％），再利用された量が1億4，　729万トン（24．4％）で
ある7。残り1億3，283万トン（22．0％）はミッシング。通常だと埋め立てられるが，不法投棄されるこ
とも多い。
　水質汚濁も著しい。国連環境計画のデータによると，1988年のインドネシア・スラバヤ川のBODは
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lS．　OOmg1　eである。同年の淀川におけるBODが2．　90mg1　eであるから，スラバヤ川がいかに汚染され
ているか分かる8。また最近では，中国・太原市の河川でBOD18mg1　e，タイ・チャオプラヤ川で15～20
mg1　eという数値も示されており，アジアの水質汚濁は深刻な状態にある9。タイでは，バンコクとその
近郊にある砂糖，タピオカ，皮なめし，アルコール，パルプ・製紙などの工場からは排水が直接チャオ
プラヤ川に放流されている。さらに，タイ南部の水産加工工場における工場排水や廃棄物も未処理で垂
れ流し状態にある。このため，タイ湾には22の河川からカドミウム，鉛，マンガン，マグネシウム，ク
ロムなど1万4，000トンの重金属が流れ込んでいるというlo。
　国立環境研究所AIMによる予測によれば，アジア太平洋地域における1985年の二酸化炭素排出量は
11．7億トンで，全世界5L4トンの22．8％であった。同地域における人口増加と経済成長をシナリオとし
て与えると，2000年には19．0億トン（世界の29．　4％），2100年には122．5億トン（同50．3％）に達すると
いう11。
2．伝統的公害問題と地球環境問題
　アジアにおける環境問題の深刻さは，伝統的公害問題と地球環境問題とをほとんど同時に経験し，か
つ双方に対処しなければならない点にある。先進国においては1950年代から70年代にかけての伝統的公
害問題を経験し，80年代から90年代に地球環境問題を認識するようになった。しかしながら，アジア諸
国が本格的に経済成長を始めたのは80年代後半からであって，経済成長に伴う伝統的公害問題と既に先
進国で認識されていた地球環境問題とに同時に対処することが求められているのであるIZ。
　表1に見られるように，伝統的公害問題は典型7公害（悪臭，地盤沈下，振動公害，水質汚濁，騒音，
大気汚染，土壌汚染）に示されるような地域公害と，ライン川事件やバルディーズ号事件に見られるよ
うな広域公害のうちの（1）越境汚染を主たる内容とする。
　　　　　　　　　　　　　　表1　伝統的公害問題と地球環境問題
1．地球公害
　典型7公害（悪臭，地盤沈下，振動公害，水質汚
　　　　　　濁，騒音，大気汚染，土壌汚染）
　　4大公害，廃棄物不法投棄，公害輸出，有害廃棄
物輸出
2．広域公害
（1）越境汚染
（2）天然・自然資源枯渇，酸性雨，森林破壊，砂漠
　化
3．地球環境破壊
　オゾン層破壊，地球温暖化，生物多様性危機
※伝統的公害問題＝1と2の（1）
　地球環境問題＝2の（2）と3
A．伝統的公害との相違点
①排出源を特定するのが困難。
②被害が地球規模で生じるが，分かりにくい。
③被害は後世代ほどひどくなる。
④現世代の危機意識が希薄である。
⑤将来状況が不確実で，対策が立てにくい。
⑥国家間・南北間の対立が大きい。
B．伝統的公害との類似点
①排出源は主として企業である。
②防止対策の担い手も主として企業である。
③防止対策への抵抗は強い。
④防止対策への国家の役割が不十分。
⑤被害は弱者・貧困者に集中する。
⑥防止には生活者・NGOの運動が必要。
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　一方，地球環境問題は2．広域公害の中でも②天然・自然資源枯渇，酸性雨，森林破壊，砂漠化な
どを含み，さらにオゾン層破壊や地球温暖化，生物多様性危機などの80年代以降明らかになった地球環
境破壊を含んでいる。
　伝統的公害問題と地球環境問題とには明白な相違点がある。地球環境問題は伝統的公害と比べると，
排出源を特定するのが困難であり，被害の範囲が広く，わかりにくい。被害の程度は後世代ほどひどく
なると予測されているが，現世代の危機意識が稀薄で，そのために明確な対策が立てにくい。地球環境
問題対策は経済成長とトレードオフになりがちなので，国家間の対立，とりわけ南北間の対立が起こり
やすい。
　一方，両者の類似点も見ておかなければならない。まず企業の責任・役割がきわめて大きい。地球環
境問題において排出源が特定できないとはいえ，主たる排出源は企業であり，また防止対策にもっとも
力を発揮するのも企業である。環境庁推計によれば，我が国における二酸化炭素排出量の39．9％は産業
部門（工場等），19．2％は運輸部門（自動車，船舶，鉄道等），7．7％はエネルギー転換部門（発電所，精
油所等）であり，民生部門（家庭）は12．5％にすぎない13。また防止対策の技術や資本を有しているの
も企業である。さらに，炭素税導入論議に見られるように，防止対策にコストがかかるようだと企業の
抵抗は強くなる。企業に直接的規制を加えたり経済的インセンティブを与える国家の役割が不十分な点
も類似している。したがって，防止のためには生活者およびその集団であるNGO・NPOの役割が大切
になる。図1に見られるような，企業と国家と生活者の適切な関係が不可欠なのである。
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図1　環境問題における主要主体問関係
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3．地球環境問題と多国籍企業
地球環境問題と多国籍企業の関係を論じる場合，2つの分析視角が有効であろう。
第ユの分析視角は，国際経済論的分析視角である。そのアウトラインは図2に示されている。
図2　国際経済論的分析視角
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　ここでは地球環境問題を南北問題との融合化という視点から捉える。先進国における巨大な経済活動
と科学技術の発達が，過剰消費，企業優先主義，利便性追求，経済成長至上主義を生み出した。国によ
って若干の差はあるとはいえ，1980年代まではこのような価値観と行動が支配的であったと言えよう。
それらは，それぞれ過剰廃棄物，酸性雨，オゾン層破壊，地球温暖化などをもたらした。しかしながら，
その実質的被害は主として途上国側に生じる。天然資源の枯渇，大気・土壌・水質の汚染，森林破壊，
砂漠化や干越・洪水の多発など。これらの環境破壊は，途上国における未成熟で不安定な政治経済構造
を基盤にして生じているが，先進国との関わりで考えると多国籍企業の果たした役割は大きい。かつて
の公害輸出（マレーシア・ARE事件14，韓国・蔚山／温山事件15，インド・ユニオンカーバイド事件16
など）や有害廃棄物輸出（ナイジェリア・ココ事件など），越境汚染（ライン川事件17，バルディーズ号
事件18など）ばかりではない。多国籍企業の直接投資によって自然的成長を大きく逸脱した成長が促進
され，それにともなう直接的公害や急速な都市化による環境汚染が激しくなる。急速な成長は貧富の差
を拡大し，貧困者層の教育低下と労働力確保のための人口爆発が起きる。多国籍企業の活動を支えるた
めに行われる融資・援助はこのような傾向を助長するばかりでなく，債務返済のためのさらなる経済成
長と天然資源輸出を強制する19。
　ここで多国籍企業が悪であると言っているわけではない。途上国が豊二かな社会を目指して経済成長を
希求するのは正当であるし，ある意味で多国籍企業はそれを助け，協力しているのである。大切なこと
は，上記のようなメカニズムを知悉した上で多国籍企業は行動原則を確立しなければならないし，途上
国政府を始めとした利害関係者は多国籍企業を監視・規制・動機付けしなければならない，ということ
だ。包丁で人を刺したからといって包丁が悪いわけではない。包丁は使いようによっては有益であり，
生活を豊かにする。多国籍企業も同じである。多国籍企業の持っている資本・技術・ノウハウ等を，い
かにして途上国における環境問題解決のために利用するかが問われているのである。そして，多国籍企
業自身もそのような期待に応えるべく，さまざまな施策を講じなければならない。
4．マーケティング・パラダイムの転換
　地球環境問題と多国籍企業との関係を論じる場合の第2の視角は，マーケティング・パラダイムの転
換である。
　マーケティングを広く定義すると，企業（組織）の対市場行動であり，経営戦略の指針となるもので
ある。企業は市場の変化に能動的・受動的に対応する。米国では，1960年代のコンシューマリズム（消
費者運動）を受けて，70年代にはソーシャル・マーケティングが強く主張されるようになった。ソーシ
ャル・マーケティングとは，レイザー（W．Lazer）によれば，社会的価値を重視し，社会のさまざまな
目標に奉仕するマーケティングである20。つまり市場の座標軸が変化したのであり，そのために新しい
マーケティング・パラダイムが必要となったのである。この点を田村はパソコンを例に簡潔に表現して
いる。消費者がパソコンを購入する座標軸が，従来の「処理速度と操作性」というものから「処理速度
一172一
明治大学社会科学研究所紀要
とマルチメディア対応」というものに変化すると，企業は新しい対応策を考案しなければ生き延びるこ
とができなくなる21。スタイルとAV対応を前面に打ち出したソニーのバイオ・コンピュータの成功が
そのいい例かも知れない。ワシク（J．F．　Wasik）は，これをもっと広く「世界観のパラダイム」転換と
捉え，全体主義に基づく新たなグリーン・マーケティング，経営パラダイムを主張する。表2によれば，
新しい世界観は，持続可能なグリーン経済を求め，自然との親和性を強調し，消費者ニーズというより
生活者ニーズを満足することに努め，、過剰消費の物質主義を戒め，工業生産の量的発展よりエコロジー
の調和を重視し，計画的陳腐化に背を向け，LCC（Life　Cycle　Costing）のようなフル・コスト会計を採
用し，企業や国家の部分的満足ではなく地球全体の厚生を極大化することを追求するのである。
表2　世界観の新旧パラダイム
古い世界観 新しい世界観
継続的，拘束されない生長 持続可能な，グリーン経済
自然を征服し，資源を使い尽くす 自然主義（自然との親和性）
環境盲従 エコ監査
ニーズを満たすマーケティング 生活維持のマーケティング
物資主義 個人主義
工業生産 産業エコロジー
時代遅れにする，無駄の設計 環境のための設計
コスト会計（損益計算書） フル・コスト会計
部分主義，還元主義 全体主義
出典：Wasik，　John　F．（1996），p6
　これは，マズロー（A．H．　Maslow）の消費者「欲求5段階説」（生理的欲求→安全の欲求→社会的欲求
→自尊の欲求→自己実現の欲求）22から，さらに高次の「共生の欲求」への進化とも考えられる。これ
に伴って企業のマーケティングもパラダイム転換を余儀なくされているのである。
　このようなパラダイム転換は，経営学の伝統でもある「企業の杜会的責任」についても同じことが言
える。というより「企業の社会的責任」も，市場や消費者・生活者の座標軸の変化に伴ってその内容が
異なってきているのだ。人々が物質的に貧しく，モノの豊かさを求めている時代における「企業の社会
的責任」は，利益をあげ，株主に配当を払い，雇用を維持し，取引先との取引を継続し，政府に税金を
払うことであった。古いニュースに見られるように，モクモクと煙を吐く煙突は豊かさの象徴であり，
人々の誇りであったのだ。しかしながら，四大公害に典型的に表れた近代工業社会の裏面は，「企業の
社会的責任」の内容を変化させた。自動車はその消費者が快適に高速で走ることを保証すれば事足りる
のではなく，運転者・同乗者の安全を守り，排ガス中のSOx，　NOx，　HC，　CO2を低減し人々の健康を維持
しなければならなくなった23。さらに地球環境問題が人々の意識の中に強く刻印されるにしたがって，
自動車メーカーは製品の環境側面のみならず，研究開発や調達，生産，廃棄物，輸送，あるいは工場の
周囲全体まで地球と共生できる施策を講じなければならなくなった24。さらに企業のグローバル化に伴
って，新しいパラダイムの転換が要求されている。今や，企業は地球環境問題に文字通り世界的規模で
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対応しなければならなくなったのだ（図3参照）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　図3　「企業の社会的責任」
?
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　グローバル化時代の「企業の社会的責任」について，李は多国籍企業の「社会貢献（能動的対応責任）」
の重要性を強調する。李は土屋守章やスタイナー（G．A．　Steiner）らの諸説に従って，企業の社会的責
任を職務責任＝内部的社会責任と対応責任＝外部的社会責任に分類し，法律や規制を遵守する受動的対
応責任を除く自発的・積極的・能動的対応責任を「社会貢献」と呼んでいる25。李のいう「社会貢献」
は環境経営を含んでいるものの，今日の環境経営はもっと経営そのものに内在的に捉えられるべきであ
り，正に上記の分類にしたがえば，職務責任と対応責任（受動的責任と能動的責任）双方にまたがるも
のである。第5節と第6節で，具体的事例を検討しよう。
5．自動車会社A社の事例26
A社は，1992年に経営の「基本理念」を制定した。それは97年4月に表3のように改訂されている。
表3　A社の基本理念〈’92年1月制定，’97年4月改定〉
1．内外の法およびその精神を遵守
　し，オープンでフェアな企業活動
　を通じて，国際社会から信頼され
　る企業市民を目指す
2．各国，各地域の文化，習慣を尊
重し，地域に根ざした企業活動を
通じて，経済・社会の発展に貢献
する
3．クリーンで安全な商品の提供を
使命とし，あらゆる企業活動を通
　じ地球と豊かな社会づくりに取り
組む
4．様々な分野での最先端技術の研
究と開発に努め，世界中のお客様
　のご要望にお応えする魅力あふれ
　る商品・サービスを提供する
5．労使相互信頼・責任を基本に，
個人の創造力とチームワークの強み
　を最大限に高める企業風土を作る
6，グロー・バルで革新的な経営によ
　り，社会との調和ある成長をめざす
7．開かれた取引関係を基本に，互
　いに研究と創造に努め，長期安定
　的な成長と共存共栄を実現する
出典：A社『環境報告書』1998年，15ページ
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理念1の「遵法」は受動的対応責任で当然のことであり，良き企業市民でなければ存続は不可能である。
理念2の「各国・地域の文化・慣習の尊重」は大切だが，環境経営の場合はダブル・スタンダードの問
題が残る。理念3の「あらゆる企業活動と通じて」は改訂版で加わったものだが，正に職務責任と対応
責任すべてを総動員することを唱っている。理念4の「世界中のお客様のご要望にお応えする」ことが
マーケティング・パラダイムの転換と結びつく。理念5の「労使相互信頼・責任」は環境経営において
は末端従業員まで環境理念が浸透していることが重要であることを示す。理念6の「グローバル経営で
社会との調和ある成長をめざす」ことは，持続的開発をグローバルに展開することを宣言している。理
念7の「良好な取引関係の維持」は環境経営にあっては，取引先にも応分の義務を課すことを意味して
いる。
　経営の「基本理念」に基づき，92年1月には「地球環境憲章」が制定され，社長を委員長とする「環
境委員会」が発足した。この「環境委員会」は従来あった3つの組織，すなわち生産環境委員会（63年
設置），製品環境委員会（73年設置），リサイクル委員会（90年設置）の上部組織として設置されたもの
である。また，98年1月には社長直属の専任組織として「環境部」が設けられた。　「環境部」は「環境
委員会」の事務局としても機能し，「環境委員会」を名目的組織にとどまらせないようにしている。95
年度には国内工場において初めてISO14001の認証を取得，翌96年度には英国工場でも取得，97年度末
までに国内4車両組立工場すべてと海外4工場（英・泰・豪・加）で同認証を取得している。98年3月
には国内自動車メーカーとしては初めて開発・設計分野で同認証を取得した。また97年12月には，世界
で初めての量産ハイブリッドカー27をリリースした。
　この他，A社は特定フロンの使用停止・回収と新冷媒HFC使用量削減や2000年度の売上高当たりCO2
排出量を90年レベルに安定すること，廃棄物削減，物流合理化，あらゆる面でのリサイクル推進，植樹
・紙使用量削減・再生紙利用，環境エンジン・エコカーの開発，環境広告の展開，環境フォーラムの主
催などを実施している。97年には「LCA（Life　Cycle　Assessment）社内検討会」を設置し，　LCAを評価
ツールとして活用できるよう取り組んでいる。このようなA社における90年代の一連の動きは，トップ
マネジメントによる強力なリーダーシップによるところが大きい。
　タイの自動車製造業として初めて，またA社のアジア工場としても初めてISO14001の認証取得した
Aタイ社（1964年設立）においては，94年に本社と同様の「環境委員会」を設置し，地球環境対策専門
部署も置いている。従業員向けには「環境月報」を毎月発行しているし，96年操業のG工場では節水
対策（帯電防止用水洗廃止，中塗り塗装時の水研ぎ廃止など）やリサイクル（プラスチックの一部をバ
ケットへのリサイクルや鉄・木・樹脂・紙の分別・専門業者へのリサイクル委託，鋼製CKDボックス
の繰り返し利用，ディーラーにおけるオイル・リサイクルなど），騒音対策などを実施している。生産
工程での特定フロンの使用は廃止し，冷媒用車載フロンも新冷媒HFCに全面代替した。これらの環境
活動により同工場はタイ政府から表彰を受けている。
　A社のフィリピン工場でもタイ工場同様の取り組みが行われているas。そこでは，単に「エンド・オ
ブ・パイプ」テクノロジーで公害を防止するだけでなく，工程の改善や原材料等の変更で環境負荷を低
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減したり，各工程に電力計を設置して電力消費量を削減したり，節水装置の取り付け・ビジュアルコン
トロール装置の取り付け・節水呼びかけ掲示などで節水に努めたり，溶接エリアに換気扇を設置しかつ
換気時間を11分毎から2～3分毎に変更したりして作業条件の改善に努めている。とくに同工場が住宅
地にあることから排水対策には力を入れており，下塗り用塗料の削減，ミニベル・スプレー装置の導入t
排水処理プラント1・llの建設，沈殿槽の設置と汚泥抜き取り用ポンプの設置，電着塗装工程への車体
移動装置設置，使用済みシンナーの再生利用，排水排出申請制度の導入などを実施している。これによ
り同工場はフィリピン政府の環境天然資源省（DENR）に「水質公害のない企業」として評価されてい
る。
6．電子・電機会社B社の事例29
　B社は国内関係会社374社，海外関係会社298社を擁iする巨大多国籍企業である。海外売上高比率は97
年度に過半を超え（51％），海外生産高比率も28％に達する。B杜は1991年6月，「環境宣言」と「環境
基本方針」からなる「環境憲章」を制定した（98年3月改訂〉。「環境宣言」は下記のように唱う。
　「私達人間には宇宙万物と共存し，調和ある繁栄を実現する崇高な使命が与えられている。我が社は
この人間に与えられた使命を自覚し，企業としての社会的責任を遂行するとともに，この地球がバラン
スのとれた健康体であり続けるために環境の維持向上に万全の配慮と不断の努力を行う。」
　ここでは宇宙万物との共生が「人間および企業の使命」であること，それに基づく「企業の社会的責
任」を遂行すること，そして職務責任や対応責任を含め「万全の配慮と不断の努力を行う」ことを宣言
している。この「環境宣言」に基づいて，「環境基本規定」があり，その下に「環境管理規定」がある。
　「環境管理基本方針」は以下の8つから成っている。
①社会的責任の遂行
②環境マネジメントシステムの確立と維持向上
③環境目的・目標の策定
④法規制・条例などの順守
⑤環境マネジメントプログラム
⑥監査，経営者の見直し，環境評価
⑦教育・啓発
⑧公開の範囲
そして，これらを実行する組織として，社長を議長とする「環境会議」（97年11月より半年に1回開
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催）があり，その下に「高循環型商品づくり＆リサイクル技術委員会」，「「地球を愛する市民活動』推
進委員会」，「製造事業場省エネルギー委員会」の3つがある。さらに補足組織として「環境本部」と「リ
サイクル事業推進室」が設置されている。
　B社は93年にグループ全体として「環境保護推進活動計画（環境ボランタリープラン）」を策定し，具
体的な目標を掲げ環境経営に取り組んできた。たとえば産i業廃棄物を91－97年度の問に63％削減し，洗
浄用特定フロンや1，1，1一トリクロロエタンも全廃した（93年度末，95年度末）。ダイオキシン発生リス
クが指摘されている社内焼却炉も98年2－12月のわずか10カ月の間に64台を廃止し，残り7台も廃止す
る予定である。また，B社の製品のほとんどは電気を使用する電化製品であるため，その製品の消費電
力量を極力低減するよう努めている。冷蔵庫は62％（95－97年），据え置きビデオは58％（90－97年），
エアコンは45％（90－97年），ワイドテレビは35％（93－97年）だけ消費電力量が削減された。製品環
境負荷を事前に評価する製品アセスメントは，91年のバージョン1（製品定性評価）から97年のバージ
ョン4（生産工程を含む総合定量評価）まで進化している（現在は35区分，50項目）。そして98年度の新
製品エアコンからはLCAも活用されるようになった。この他，省資源（エネルギー，包装材，紙など），
リサイクル，物流のグリーン化などを実施している。このような取り組みの結果，95年度に2つの事業
場がISO14001の認証を取得したのを皮切りに，98年12月までに国内全100事業場と海外97事業場でISO
14001認証を取得している。98年度中に残りの海外事業場14でも取得予定である（図4参照）。
　B社のグローバル環境保全推進体制は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図4　製造事業場のISOI　4001取得状況（1998年12月現在）
「地域別環境会議」を北米・欧州・アジア
・中国それぞれの地域統括会社に設けて実
施している。それぞれの「環境会議」（欧州
は「環境委員会」）は，地域独自の環境政策
の策定と推進を行い，毎年数回開催される。
このほかイントラネットを利用した環境意
識の高位平準化を図るとともに，世界各事
業場の代表者が集う「環境グローバルコン
ファレンス」を毎年1回開催し相互の連携
強化を進めている。
　B社のインドネシア工場（Bイ杜と呼
ぶ）は，1970年にジャカルタ郊外に設立さ
れたが，都市化が進み住宅や商店に囲まれ
るようになった30。それに応じてジャカル
タ市の排水規制が強化され，Bイ社も排水
処理装置を設置し（91年），排水処理状況を
厳しく管理することになった（受動的対応）。出典：B社『1998年度環境報告書』1999年，23ページ
一177一
　　　　　　　　　　　　　　　　　第38巻第1号　1999年10月
現在では，カリバルチムール川に放流する処理水はすべて基準値以下であり，排水処置設備の運転と分
析作業の両方ともインドネシア人従業員が担当できるまでになった。また，脱水ケーキや廃オイルなど
の廃棄物は，政府公認の廃棄物処理業者に164USドル／tで引き取ってもらっているが，　Bイ社では廃
棄物総量を2000年には現在の75％まで減らす計画である。
　Bイ社は，日本本社の「環境憲章」制定を受け，その「環境宣言」に従いながらも独自の環境方針を
設定した（能動的対応）。Bイ社で付加された主な内容は次のとおりである。
　・EMS（環境マネジメントシステム）の効果的な運用によりISO14001規格の完全な実施を目指す。
　・工場排水，排ガス，労働環境そして有害物質の取り扱いについてインドネシア政府の規則に従うの
　　はもちろん，社内，グループ会社そして地域住民とも協調して問題の解決に当たる。
　・インドネシア政府の環境改善プログラム，すなわち河川浄化計画，大気浄化計画などへ協力する。
　・資源の有効利用のため原料使用の最適化とリサイクル利用を推進する。
　・環境問題へ正しい理解を深めるため従業員への環境教育を実施する。
　93年には役員会に直属の環境保護促進室（EPPO；Environmental・Protection　Promotion・Office）を設置し
（図5参照），95年以降はこの組織を中心にISO14001の規格に従った環境管理を行ってきた。
　　　　　　r図5　Bイ社の環境マネジメント組織
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出典　地球・人間環境フォーラム（1998），136ページ
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そして，96年10月にEMSを作りISO14001認証取得に乗り出した。たとえば，排出物のサンプリング・
分析計画はBイ社とジャカルタ市とで合意された環境評価計画，環境管理計画および環境モニタリング
計画に従って水質，大気，騒音・振動および有害物のそれぞれについて実施され，サンプリング場所，
測定項目，サンプリング頻度，分析機関，データ解析部署および実施責任者が明らかにされている。異
常発生時の通報ルートも定められ，異常を発見した者はそれぞれが所属する小委員会（EPPOの最下部
機関）を通じてEPPO事務局へ通報するとともに，直ちに修復対策を講じる。　EPPO事務局は会社役員
へ報告するとともに場合によっては社外関係部署へ通報することになっている。環境監査については，
自主監査と内部監査を製造部ならびに総務＆人材開発部が1年に2回行って，それぞれ結果をEPPOへ
報告している。日本本社からの監査も2年に1回行われる。従業員に対する環境教育はセミナー（講演
会出席），コース（数日間の実習と講演受講）およびトレーニング（国内外での長期総合研修）などが実
施されている。このような努力の結果，98年1月にISO14001の認証を取得した。インドネシアではB
社のグループ企業5社のうち，Bイ社を含めた3社が98年3月までにISO14001の認証を取得しており，
残り2社も98年中に取得する予定である。
7．むすび
　これまで多国籍企業は，厳しい環境規制の母国を逃れて規制の緩やかな途上国で操業し，環境コスト
を外部化するものと非難されてきた（公害輸出）。途上国政府は経済成長を焦るあまり「環境より成長」
を優先し，緩やかな環境規制をむしろ多国籍企業誘致のインセンティブに利用してきた。母国政府も環
境規制はそれぞれの国の管轄だとして内政不干渉を決め込むことができたのである。このような構図が
現在でも完全になくなったわけではない。名目的な法律の条文や規制の内容はともかく，途上国におけ
る実質的環境規制が多国籍企業の母国である先進国より緩やかであることは事実である（表4参照）。
表4　「タイにおける現在の環境基準の水準はどうか」
厳しい 適　　当 緩　　い 無回答 計
企業規模
（登録資本金）
大　企　業 8（8．4） 27（25．2） 66（6L7） 5（4．7） 107（100）
中　企　業 0（　0） 15（24．6） 45（73．8） 1（1．6） 61（100）
小　企　業 2（5．1） 55（35．6） 37（64．5） 21（4．8） 435（100）
　　出典：アジア経済研究所『開発と環境シリーズ④』（1994．3），90ページ
多くの多国籍企業は緩やかな現地の環境規制に受動的に対応することをもって「良し」としている31。
アジアにおける工場のISO14001認証取得にしても，　ISO14001認証なくしては世界市場，とりわけ欧州
市場への輸出が困難であるという外部的制約に対応したものである。
　しかしながら今日，多国籍企業がさまざまな規制に対する受動的対応のみならず積極的に地球環境問
題に対処しようとしている側面も見落としてはならない。汚染者負担の原則（PPP；Polluter　Pay’s
一179一
第38巻第1号1999年10月
principle）に則り，環境コストを内部化して製品価格に転嫁，市場メカニズムに乗せていくというのが
市場ルールになりつつあり，多国籍企業もパラダイムの転換を図らざるをえなくなっている。実はこの
パラダイムの転換にどれほどの危機意識を持ち，どれほど熱心に地球環境保全対策を講じるかは，それ
ぞれの企業の自主裁量に委ねられている（能動的対応の柔軟性）。そして，積極的に対応しようとする
企業は職務責任を含めて正に「全活動を通じて」地球環境保全に向かうのである。それは，地球環境保
全技術と地球環境保全企業という評価こそが21世紀最大の競争優位であることを十分承知しているから
なのだ。
　地球環境保全に積極的に取り組む企業は，同時に，内部化された環境コストを簡単に製品価格に転嫁
できないことも知っている。世界市場における激越な競争が，市場のパラダイム転換以上の力で製品価
格の上昇を抑えているからである。そこで，企業は環境コストを内部的に削減する方策を見いださなけ
ればならないし，見いだすことができる32。原材料や設計変更による質変換（Refine），原材料投入量の
削減（Reduction），中間財・廃棄物の再使用（Reuse），別用途での再利用（Recycle）・，熱電併給のような
エネルギー有効利用（Retrieve　Energy）などによって，地球環境保全を図りながらコストを削減するこ
とができるのである。この技術・手法を多国籍企業は途上国に導入することによって，途上国の開発・
成長と環境保全を同時に満たす「持続的開発」の先達になることができる。その道は決して平坦ではな
いが，この道を歩むより他に道はないのである。
??????
?????
13
14
「???
この節に関しては大石芳裕（1999a）参照。
地球・人間環境フォーラム（1995），50ページ
『日本経済新聞』1997年10月9日付け夕刊
地球・人間環境フォーラム（1995），53ページ
『日本経済新聞』1997年5月5日付け朝刊
通産省通商政策局経済協力部編（1997），62ページ。中国の大気汚染についてはSmi1（1983），邦訳116－129ペ
ージおよびSmi1（1993＞，邦訳163－169ページも参照。
中国研究所編（1995），184ページ
地球・人間環境フォーラム（1995），59ページ
通産省通商政策局経済協力部編（1997），8ページ
林良嗣／中澤菜穂子（1996．1），48ページ
藤崎成昭編（1993），112ページ
途上国におけるフロン規制や二酸化炭素を主とする温暖化ガス規制等は先進国ルールがそのまま適用されてい
るわけではないが，伝統的公害問題と地球環境問題とに対処すべしという内外からの圧力は日増しに強くなっ
ている。
環境庁『環境白書』平成9年版，62ページ
市川定夫（1987．7），小島延夫（1989．10），松岡信夫（1988．4），日本弁護士連合会（1991），宇井純（1994．10），
渡辺澄雄（1989．4）などを参照。
原田正純・堀田宣之・韓茂道（1987．4），金丁筋（1991．6）などを参照。
綿貫礼子（1985．7）参照。
石黒一憲（1991）参照。
バルディーズ研究会（1994）参照。
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途上国における経済成長を環境問題と結びつける考え方はOECDやアジア経済研究所も同様である。
0’Connor（1994）およびアジア経済研究所『開発と環境シリーズ①～⑩』アジア経済研究所などを参照。
Lazer（1969，1973）を参照。なお，この点に関しては大石芳裕（1999b）も参照されたい。
田村正紀（1996＞，62－66ページ。
Maslow（1971）
伝統的公害問題と「企業の社会的貴任」の関係については，鈴木幸毅（1992）を参照。
地球環境問題時代における「企業の社会的責任」については，鈴木幸毅（1992）のほか，森孝之（1990），野村
総合研究所（1991），Peattie，　Ken（1992，1995），Caimcross，　F．／山口光恒（1993），佐々木弘編著（1997）など
を参照。
李正文（1998），47－49ページおよび59－66ページ
この項は，A社『環境報告書』1998年12月その他の同社資料，およびヒヤリングに基づく。
ハイブリッドカーとはエンジンとバッテリー双方を搭載する車を指す。これにはエンジンを発電機としてのみ
使用しバッテリーで駆動するタイプとエンジンとバッテリーの双方を駆動装置として利用するタイプがあるが，
A社のハイブリッドカーは後者をさらに発展させたものである。
この項については地球・人間環境フォーラム（1997）を参照。
この項はB社『1998年度環境報告書』ならびに公刊資料・インターネット等を参照した。
この項については地球・人間環境フォーラム（1998）を参照
この点については地球・人間環境フォーラム（1996）および大石芳裕（1997）を参照されたい。
この事例については大石芳裕（1998）を参照されたい。
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